
  １　公表の趣旨

　　  徳島市特定事業主行動計画（以下「行動計画」という。）の実施状況について、次世代育成支

　  援対策推進法第１９条第５項及び女性の職業生活における活躍の推進に関する法律第１９条第６

　  項に基づき公表します。

  ２　行動計画の実施状況

　　⑴　行動計画の周知

　　　ア　管理職員を対象に、行動計画に関する研修を実施しました。

　　　イ　市民やすべての職員が行動計画を閲覧しやすくなるよう、引き続き本市ホームページや休

　　　　暇のてびきに行動計画を掲載しました。

　　⑵　出産や育児に関する休暇制度等の周知 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　ア　配偶者の出産に伴う手続きを行った男性職員が育児に伴う休暇等を取得しやすい職場環境

　　　　にするためにも、市長から所属長に対し、休暇等の取得を勧奨するよう通知するとともに、

　　　　所属長にパタニティプランの作成を義務付けました。

　　　イ　令和２年度及び３年度に子どもが生まれた男性職員を対象に、育児休業等に関するアンケ

　　　　ートを実施し、育児休業を取得しなかった理由の把握を行った結果、収入面に関する回答が

　　　　多かったため、子育てのための特別休暇制度や育児休業の給付金制度及び給与等への影響を

　　　　試算するシミュレーションシート等の活用を周知し、積極的な利用を働きかけました。

　　　ウ　出産や育児に関する休暇制度等の周知を含め、子育てをする職員に配慮した職場環境の整

　　　　備に努めるよう、各所属長に周知し、取組みを推進しました。

　　　エ　民間企業と連携し、「みんなの育休研修」を実施し、子どもが生まれた職員等の育児参加

　　　　意欲の向上を図りました。

　　⑶　育児休業を取得しやすい職場環境づくり

　　　  職員が育児休業を取得することになった場合は、仕事に支障が出ないように代替職員を配置

　　　する等、職員が安心して子育てに専念できるように努めました。

　　⑷　年次休暇を取得しやすい職場環境づくり

　　　ア  連続休暇を取得しやすい環境を整備するため、夏季等における連続休暇の取得促進につい

　　　　て、所属職員の指導、応援体制の整備に努めるとともに、休日に挟まれた日における会議等

　 　 　の自粛を進めること等により、行動計画の重点目標として推進している年次休暇の計画的使

　　　　用の促進にさらに努めるよう、各所属長に周知し、取組みを推進しました。

　　　イ　労働基準法において年５日の年次休暇の取得が義務付けられていることを踏まえ、年５日

　　　　は確実に年次休暇を取得させるよう所属長に周知し、取組みを推進しました。

　　⑸　時間外勤務の縮減

　　　ア　所属長による所属職員の勤務状況等のヒアリングを実施するにあたって、時間外勤務の縮

　　　　減や年次休暇の取得促進等についての周知を併せて実施しました。

　　　イ　ノー残業デーの定着、週休日の振替え制度の活用等を促進し、行動計画の重点目標として

　　　　推進している時間外勤務の縮減にさらに努めるよう、各所属長に周知し、取組みを推進しま

　　　　した。

　　　ウ　時間外勤務命令の上限時間（月４５時間・年３６０時）等の趣旨を踏まえ、職員の勤務時

　　　　間を管理するとともに、より一層時間外勤務の縮減を図るよう所属長に周知し、取組みを推

　　　　進しました。

　　　エ　所属長に時間外勤務管理シートの作成を義務付け、所属職員に長時間勤務となりそうな傾

　　　　向が見られた早い段階で所属長が当該職員との個別ヒアリングを実施し、業務の進捗等の具

　　　　体的な状況を把握及び職員間の応援体制の調整など時間外勤務の縮減について周知しました。

　　⑹　女性職員の採用、育成等に関する取組み

　　　ア　女性を含めて幅広く多様な人材を採用するため、本市ホームページ等を活用し、若手職員

　　　　の紹介や採用ＰＲ動画を作成しYouTubeで公開するなど本市職員の魅力を発信しました。

　　　イ　職員の意識改革を図るために、女性職員にはマインドセット研修、男性職員にはジェンダ

　　　　ーギャップ改善研修を行ったほか、市長と女性部長を講師に、係長以上の女性職員を対象に

　　　　研修を行い、知識や技能の習得を図りました。
　　　
　　⑺　行動計画の実施状況の把握・検証等

　　　  行動計画の実施状況の把握・検証を行うため、各部局の人事担当者や職員の代表等で組織す

　　　る「徳島市特定事業主行動計画策定・実施委員会」を開催しました。

徳島市特定事業主行動計画の実施状況（令和４年度）



　　　
  ３　行動計画に掲げる数値目標等の実績について

　　⑴　子どもの出生時における男性職員の特別休暇取得状況

　　　　目標：令和６年度までに、男性職員が取得する育児に伴う休暇の合計日数を、１人当たり

　　　　　　　平均５日以上とする。

※　平均取得日数＝総取得日数／対象者数

※　日数については、１０進数

　　⑵　育児休業取得状況

　　　　目標：令和６年度までに、男性の育児休業の取得率を１０％にする。

　　⑶　年次休暇取得状況

　　　　目標：令和６年度までに、職員１人当たりの年次休暇取得日数を１５日とする。

※　日数については、１０進数

　　⑷　時間外勤務の縮減

　　　目標：令和６年度までに、職員１人当たりの時間外勤務の年間時間数を企業局を除いた部局

　　　　　の職員は７５時間、企業局の職員は１３５時間とする。

　　⑸　課長補佐以上の職員に占める女性割合の状況

　　　　目標：令和６年度までに、課長補佐以上の職員に占める女性の割合を２３％以上に増加させる。

　　　　　　　※　企業局、消防局及び学校現場を除く。

※　各年度４月１日現在  

徳島市長

徳島市議会議長

徳島市選挙管理委員会

徳島市代表監査委員

徳島市教育委員会

徳島市公平委員会

徳島市農業委員会

徳島市消防局長

徳島市上下水道事業管理者

徳島市交通局長

徳島市病院事業管理者

時間外勤務の年間時間数（企業局を除く） 時間外勤務の年間時間数（企業局）

87.0時間 151.0時間

84.0時間 149.0時間

92.0時間 143.0時間

1.1日 3.0日

3.9日

4.4日

100%24.1% 47人 47人

2.8日

令和２年度 55人 43人 105.5日 1.9日 55人 18人 58.3日

年度
付添い休暇 男性職員の育児参加のための休暇 合計

日数
(Ａ+Ｂ)対象者数 取得者数

総取得
日数

平均取得
日数(Ａ)

対象者数 取得者数
総取得
日数

平均取得
日数(Ｂ)

令和元年度 60人 50人 121.0日 2.0日 60人 17人 47.0日 0.8日

令和４年度 54人 48人 121.3日 2.2日 54人 39人 121.1日 2.2日

令和３年度 48人 43人 110.8日 2.3日 48人 22人 79.1日 1.6日

年度
男性職員 女性職員

対象者数 取得者数 取得率 対象者数 取得者数 取得率
令和元年度 60人 2人 3.3% 48人 48人 100%

100%

令和３年度 48人 9人 18.8% 52人 52人 100%

令和２年度 55人 2人 3.6% 41人 41人

年次 平均取得日数

令和元年 13.3日

令和２年 13.1日

令和４年度 54人 13人

令和元年度 107.4時間

令和２年度 102.6時間

令和３年度 105.9時間

令和３年 13.8日

令和４年 13.3日

年度 時間外勤務の年間時間数（全体）

職階 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度
内訳（令和５年度）

女性 男性 全体

令和４年度 114.7時間 100.1時間 158.8時間

36人 40人

課長級 9.8% 12.7% 14.5% 14.0% 8人 49人 57人

部長級・副部長級 9.4% 5.1% 4.8% 10.0% 4人

72人 93人課長補佐級 15.6% 19.1% 22.1% 22.6% 21人

担当課長補佐・係長級 44.0% 44.0% 44.4% 44.7% 113人 140人 253人

30.6% 31.4% 32.0% 33.0% 146人 297人 443人

　令和５年１０月１日

12.6% 14.2% 16.1% 17.4% 33人 157人 190人

係長以上合計

課長補佐以上合計


